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〈論 文〉 
日本企業のベトナム進出の現状と課題 
西 山   茂 * 
 
The Present Situation and Problems of Japanese Companies  




The number of Japanese companies expanding into Vietnam is increasing. All of the surveyed 
companies have expanded their business activities in Vietnam smoothly. The companies which both 
produce and sell their products in Vietnam have some common policies and devices: high intention to 
sell products in the local market from the time of entry, serious consideration of costs and quality, 
adaptation of the products to match the needs of the local market, use of local sales agencies, and 
implementing effective incentive systems for the local sales forces. On the other hand, companies 
which primarily focus on manufacturing in Vietnam also have some common policies: the study of the 
possibilities of selling their products in the local markets, eagerness to increase the local content ratio, 
and serious consideration for the education and training of the local employees. In addition, all of the 
interviewed companies have answered that they have no serious problems, however the possibility of 
increasing salaries and difficulties in recruiting are possible future concerns. 
 










 1 ．はじめに 
ベトナム社会主義共和国（Socialist Republic of Vietnam：以下ベトナム）は、2010年時点で人口が
約86,928千人、2005年から2010年までの年平均人口増加率が約1.1％、また一人あたりの GDP は
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1,224USD１）と日本の約30分の 1 であるものの徐々に増加しつつある、経済発展の途上にある国の 1 
つである。このベトナムに進出する日本企業が増加している。ベトナム政府が発表しているデータによ
ると、2010年12月31日時点で有効な日本からの直接投資の認可プロジェクト２）は、件数ベースで
1,425件（国別 3 位）、金額ベースで約210億 USD（国別 4 位）となっており。2010年に限っても、日
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ったが、2012年 4 月時点では、製造会社約500名（内日本人 3 名）販売会社27名（内日本人 3 名）
と順調に規模を拡大してきている。 
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販売は卸経由で行っており、卸価格のコントロールは行っているが、ベトナムの文具の流通では 2

































 2 社の状況を比較してみるといくつかの共通項が見受けられる。 
共通項 
 ① 進出当初からの現地販売の開始と意識 
 ② コストと品質をより強く意識した原材料調達 
 ③ 現地顧客の状況を踏まえた製品の一部変更 
 ④ 現地代理店の活用 
 ⑤ 営業担当者へのインセンティブシステムの設定 
課題と考えている点 
 人件費の上昇、従業員の定着率の向上 
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 4 つ目は 2 社とも現地の代理店を活用して販売している点である。これは、早期に現地販売を拡大
し債権回収リスクをヘッジするためには現地のチャネルを活用することが有効であることを意味してい
ると考えられる。 










（１）Terumo Viet Nam Co., Ltd（以下テルモベトナム）15） 
 1 ）ベトナム進出の経緯と概要 




























 3 ）その他 
ローカルの幹部育成と生産性向上のため、人材育成は重視している。マネージャー候補を日本へ派











 1 ）ベトナム進出の経緯と概要 
カイベトナム（本社：ベトナム社会主義人民共和国ハノイ市）は、2005年 2 月に貝印グループ21）
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が安いこと、④ハノイの政府とのコミュニケーションがとりやすいこと、という 4 点である。 
従業員数は操業開始時点では約60名であったが、2011年 6 月の工場拡張もあり、2012年 4 月には
約700名（うち日本人 2 名）24）まで増加し、同社の日本も含めた最大の工場となっている。 
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（月額800ドル程度で）したスタッフはその多くが退職してしまっている。 
 
（３）Ogino Vietnam Corporation25） 
 1 ）ベトナム進出の経緯と概要 
Ogino Vietnam Co.は、日本の親会社である荻野工業26）が72％、その顧客である広島アルミニウ
ム㈱が28％を出資して、2006年12月に運営会社が設立され、2007年11月に工場が完成し、2008年 1 





従業員数は、2012年 2 月時点で329名（うち日本人 3 名：平均年齢24歳）であり、操業開始時点
よりも増加している。 





て、ベトナム国内は直接的な市場とはなっていない。また、販売はすべて HAL 社経由となっている。 
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 ① 現地販売の検討および実質的展開 
 ② 現地調達率向上への取り組み 
 ③ 人材育成の重視 
課題と考えている点 
 ① 人件費の上昇 
 ② 従業員の定着率の向上 
 ③ 政府の優遇措置廃止 
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 3 つ目は、 3 社ともベトナム人の人材育成を重視していることである。中でもテルモベトナムとカ
イベトナムは日本への派遣研修も実施している。これは、現地での事業拡大と全体的な業務水準の向上
のために、いずれも現地従業員の教育を重視していることを意味していると考えられる。 






 4 ．まとめ 
本論文で取り上げてきた 5 社の状況を概観すると、いくつかの傾向が見えてくる。 
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 1 ）ベトナムの一人当たり GDP は2002年時点で約441USD であり、 8 年間で 3 倍弱へと大きく増加している。一
方で同時期に日本の一人当たり GDP は、2002年時点の30,745USD から2010年時点の42,831USD へと約1.4倍
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増加している。 





 3 ）この部分は、2012年 4 月16日午前11時30分～14時にかけて㈲久光ベトナム製薬のオフィスにて行われた同社
General Director 社方雄氏とのインタビューに基づいてまとめている。 
 4 ）久光ベトナムは、外資系医薬品メーカーが100％単独資本でベトナムへ進出した初の事例である。 
 5 ）久光グループの海外進出としては、1975年のインドネシアへの現地製薬メーカーとの合弁会社設立による進出、
1986年のブラジルへの100％単独出資による進出に次ぐ 3 つ目の進出であった。 
 6 ）1994年に久光ベトナムを設立する前から、日本側で把握してないルート（海外代理店経由の可能性もある。）で
ベトナムにおいてサロンパスが販売されていた。そのため一般消費者の中での認知度が高く、これがベトナム
進出の 1 つの理由となり、また営業の初期段階での大きなメリットになったとのことである。 
 7 ）日本人は代表取締役と工場長、及び品質管理担当の 3 名である。 
 8 ）久光製薬が日本国内で過去から事業展開の中で重視してきたものは、商品、広告、営業の 3 つである。このう
ち営業の具体的な施策としては、マラソンなどのスポーツ大会終了後の参加者への商品の配布や、銭湯などで
の商品の配布などが代表的なものである。 










ス家具を生産するマレーシア工場に続く 3 か所目である。 
14）2012年 4 月にハノイ市内の文具店でコクヨ製の最も廉価なノートを購入したところ、価格は5,000VND（その
時点の為替レートで約20円）であった。 











19）2012年 3 月時点で使用中の敷地の約 2 倍の更地の土地を拡張用として、現在の敷地の横に確保しており、イン
タビュー直後の2012年 5 月に工場新設を発表した。なお、土地使用権の価格は、購入した時点から約 5 年間で
 4 倍になっているとのことであり、中には投資目的で団地区画を保有している企業もあるようである。 
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23）ベトナム工場を開設した結果、中国 3 工場、米国 1 工場と合わせて海外 5 工場体制となっている。 
24）給与水準は、日本人一人分が概ね現地人50～100名分と同等とのことである。 






ム工場の 2 拠点がある。 
27）2012年 3 月20日にデロイトベトナム事務所で行ったパートナー加藤耕平氏に対するインタビューの中では、
「過去記憶にある日本企業の撤退は IT 企業 1 社だけであり、知っている企業の多くが事業を拡大している。」と
いう回答があり、2012年 4 月19日に野村ハイフォン工業団地で行った同団地 President の桝野隆氏に対するイ
ンタビューの中でも、「現在の入居企業は55社（内日本企業が48社）であるが、過去同団地内の拠点を閉鎖した
日本企業の例は、別の場所にある工場を拡大し統合するために移転した 1 社だけである。」という回答があった。 
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〈論 文〉 
日本企業のベトナム進出における日系工業団地の意義 
西 山   茂 * 
 
Significance of Japanese Industrial Parks in Vietnam 




The number of Japanese manufacturing companies, which are expanding into Vietnam, is 
increasing. Japanese manufacturing companies usually build their factories in industrial parks 
because regulations don’t allow them to purchase real estate in Vietnam. Japanese industrial parks in 
Vietnam, where a lot of Japanese companies have factories, provides the tenants with various 
advantages such as a high level of infrastructure like electric power, supporting systems to process 
various documents for central and local governments, a convenient location and the opportunity to 
increase acquaintances and to exchange information. However the rents at Japanese industrial parks 
are relatively high. Some executives of Japanese companies say that they can get similar benefits 
through their own efforts - with the exception of the supporting system to file official government 
documents. Each company should choose the most suitable industrial park depending on their 
situation. 
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